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共通事項

◎高齢者虐待防止の推進

利用者の人権の擁護、虐待の防止等の観点から、虐待の発生又はその再発を防止す

るための委員会の開催、指針の整備、研修の実施、担当者を定めることを義務づける。

（令和6年 3月 31日までの経過措置）

★運営規程に「虐待防止のための措置に関する事項」の記載が必要です。

（参考：基準省令第 37条の２、解釈通知３(31)虐待の防止）

◎業務継続計画の策定等

感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービス提供を継続的に実施

するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続

計画」）を策定し、当該業務継続計画に従い、必要な措置を講じなければならない。

（令和6年 3月 31日までの経過措置）

★業務継続計画には、以下の項目を記載すること。

  イ 感染症に係る業務継続計画

   ⅰ 平時からの備え

（体制構築・整備、感染症防止に向けた取組の実施、備蓄品の確保等）

   ⅱ 初動対応

   ⅲ 感染拡大防止体制の擁立

    （保健所との連携、濃厚接触者への対応、関係者との情報共有等）

  ロ 災害に係る業務継続計画

   ⅰ 平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等のライフラインが停

止した場合の対策、必需品の備蓄等）

   ⅱ 緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等）

   ⅲ 他施設及び地域との連携

  （参照：「介護施設・事業所における新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン」、

「介護施設・事業所における自然災害発生時の業務継続ガイドライン」）



★従業者に対して周知・研修及び訓練（シミレーション）を定期的に実施すること。

  研修：業務継続計画の具体的内容を職員に共有するとともに、平常時の対応の必

要性や緊急時の対応に係る理解の励行。

     定期的（年1回以上）開催するとともに、新規採用時の研修が望ましい。

     研修の内容は記録すること。

     感染症の業務継続計画に係る研修は、感染症の予防及びまん延の防止のた

めの研修と一体的に実施することも差し支えない。

  訓練（シミュレーション）：

     有事に迅速に行動できるよう、事業所内の役割分担の確認、感染症や災害

が発生した場合に実践するケアの演習等を定期的（年１回以上）実施する

こと。

     訓練の実施は、机上を含めその実施手法は問わないものの、机上および実

地で実施するものを適切に組み合わせながら実施することが適当である。

★事業者は定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて変更を行うこと。



介護療養型医療施設
移行計画未提出減算（（介護予防）短期入所療養介護を除く）

令和６年４月１日までの介護医療院等への移行等に関する計画を、４月から９月まで及び１０月か

ら翌年３月までの半期ごとに都道府県知事に届け出ていない場合は、移行計画未提出減算として、当該

半期経過後６月の期間、１日につき所定単位数の１００分の１０に相当する単位数を所定単位数から減

算する。

①移行計画未提出減算は、様式25により、令和６年４月１日までの移行等に関する計画を、４月から

９月まで及び10月から翌３月までの半期ごとに都道府県知事に届け出ていない場合、当該半期経過

後６月の期間、減算することとしたもの。

例えば、令和３年９月30日までに届け出ていない場合、令和３年 10月１日から令和４年３月30

日までの期間、減算となり、その後、令和３年11月１日に届け出た場合は、令和４年４月１日から

同年９月30日までは減算されない。

②計画については、あくまでも届出時点の意向を示すものであり、届け出た移行先以外への移行等を

否定するものではないことに留意すること。

☆次回の提出期限 令和 4年 9月 30日（金）必着（郵送）


